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水素・燃料電池戦略ロードマップ策定のスケジュール

２０１９年２０１８年

7月

第１３回水素・燃料電池
戦略協議会
（7月5日）

 ロードマップの主な見直
しについて

12月

第１４回水素・燃料電池
戦略協議会

（12月21日）

2月

第１５回水素・燃料電池
戦略協議会
（2月下旬）

新
た
な
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
策
定

 ロードマップ改訂の方向性
 各分野について議論を実施  ロードマップ改訂案
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水素関連主要スケジュール

4月13日 情勢懇とりまとめ

7月3日 第５次エネルギー基本計画

10月 第１回水素閣僚会議 10/23@東京
・ハイレベルの政府間の政策プラットフォーム。欧米、アジア、資源国等で開催。
・2018年10月METI・NEDOの共催で第１回開催。
・東京宣言発表。

6月 G20エネルギー環境大臣会合＠軽井沢

水素関係の主要会議等

・カーボンフリーの複数選択肢・開発目標の提示
・成長と両立した「エネルギー転換」の国際アライアンス形成。水素を基
軸の一つとして位置づけ
・水素を再生可能エネルギーと並ぶ新たなエネルギーの選択肢とすべく、
環境価値を含め、水素の調達・供給コストを従来エネルギーと遜色の
ない水準まで低減させていくことが不可欠

エネルギー政策

５月 第9回クリーンエネルギー大臣会合
第3回ミッションイノベーション閣僚会合 @スウェーデン
・水素・CCUS・エネルギー貯蔵等に関する官民ラウンドテーブル

2017年12月 水素基本戦略策定

５月 第29回IPHE（国際水素ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ）＠横浜、福島、神戸
・実務者レベルの政策プラットフォーム。米エネルギー省提唱により2003年に発足。年２回程度開催。

９月 第3回Hydrogen Council＠サンフランシスコ
・ハイレベルの民間イニシアチブ。2017年1月に発足し、39社で構成（2018年6月時点）
・エアリキード（仏）と現代自動車（韓）が共同議長。トヨタ、ホンダ、岩谷産業、川崎重工等が参加。

1月 世界経済フォーラム＠ダボス

12月 第30回IPHE（国際水素パートナーシップ）＠南アフリカ

4月 第31回IPHE（国際水素パートナーシップ）＠ウィーン

5月 第10回クリーンエネルギー大臣会合
第4回ミッションイノベーション閣僚会合 ＠バンクーバー

春頃 水素・燃料電池戦略ロードマップ改訂予定

秋頃 第2回水素閣僚会議（予定）
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2013年12月
協議会立ち上げ2014年4月

第4次エネルギー基本計画策定
水素社会の実現に向けたロードマップを、本年春をめど

に策定し、その実行を担う産学官からなる協議会を早期に
立ち上げ、進捗状況を確認しながら、着実に取組を進める。 2014年6月

ロードマップ策定

2016年3月
ロードマップ改訂

（エネファームやFCV、水素STの
目標値を明示及び水素発電、
再エネ水素の記載を具体化。）

2017年4月
再エネ・水素関係閣僚会議①
→総理より戦略策定指示

2017年12月
再エネ・水素関係閣僚会議②
→水素基本戦略策定
「基本戦略」は、個別技術の導入・普及に係る既存の

「ロードマップ」の内容を包括しつつ、水素をカーボン
フリーなエネルギーの新たな選択肢として位置づけ、政
府全体として施策を展開していくための方針である。

2018年7月
第5次エネルギー基本

計画策定
2019年春頃目途
ロードマップ再改訂

基本戦略
との関係

反映

反映

反映

検討

【参考】現行の水素・燃料電池戦略ロードマップの位置づけ

エネルギー基本計画へのインプット

５



６

【参考】水素基本戦略

第2回再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議における総理指示（平成29年12月26日）
「水素エネルギーは、イノベーションによってエネルギー安全保障と温暖化問題を解決する切り札となるものです。本日
決定した基本戦略は、水素を新たなエネルギーの選択肢として、日本が世界の脱炭素化をリードしていくための、言
わば道しるべであります。

基本戦略に掲げた施策を速やかに実行に移してください。その先駆けである福島新エネ社会構想は、既に動き始め
ています。浪江町では、この夏から、再生可能エネルギーを利用し、世界最大級CO2排出ゼロの水素製造プロジェ
クトが始まりました。2020年には、このクリーンな福島産の水素を東京オリンピック・パラリンピックに活用することで、
復興五輪として、新しい福島の復興の姿を世界に発信していきます。

日本が世界をリードして水素社会を実現する。その決意の下に、世耕大臣を始め、関係大臣は、基本戦略に沿っ
て政府一丸となって取り組んでください。」
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【参考】第5次エネルギー基本計画における水素に関する記載（平成30年7月3日閣議決定）

第２章第２節
６．“水素社会”の実現に向けた取組の抜本強化
水素を再生可能エネルギーと並ぶ新たなエネルギーの選択肢とすべく、環境価値を含め、水素の調達・供給コストを従来エネルギーと遜色のない水準まで低減さ
せていくことが不可欠である。このため、水素基本戦略等に基づき、足元では燃料電池自動車を中心としたモビリティにおける水素需要の拡大を加速するとともに、中長
期的な水素コストの低減に向け、水素の「製造、貯蔵・輸送、利用」まで一気通貫した国際的なサプライチェーンの構築、水素を大量消費する水素発電の導入に向
けた技術開発を進め、脱炭素化したエネルギーとして、水素を運輸のみならず、電力や産業等様々な分野における利用を図っていく。

（１）燃料電池を活用した省エネルギーの推進
• エネファームについては２０２０年頃の市場自立化を実現。
• 発電効率の向上や熱利用率の向上に向けた技術開発、優位性のある市場を開拓、
余剰電力取引を通じて他の需要家にも融通する取組を拡大。

• 業務・産業用燃料電池の普及に向けては、早期に市場自立化を目指し、イニシャル
コストの低減に資する技術開発、発電効率（６０％）を備える機器の開発、実
装を進める。

（２）モビリティにおける水素利用の加速
• ２０２０年代後半までに水素ステーションビジネスの自立化。
• 規制改革、技術開発、官民一体による水素ステーションの戦略的整備を三位一体
で推進する。

• 他のアプリケーションへの展開を併せて進めていくことが重要である。そのため、２０３０
年までに燃料電池バス１,２００台程度、燃料電池フォークリフト１万台程度等の
普及を目指すほか、燃料電池トラック等の導入に向けた技術開発を進める。

（３）低コストの水素利用実現に向けた国際的な水素サプライチェーン
の構築と水素発電の導入

• ２０３０年頃に商用規模の国際的な水素サプライチェーンの構築をし、年間３０
万t程度の水素を調達するとともに、３０円／Ｎｍ３程度の水素供給コストの実現。

• 導入初期は既設の天然ガス火力における混焼実証に向けた取組を中心に、小規模
な自家発電設備等における水素混焼も含め、導入拡大を図るとともに、水素の燃焼
特性に応じた燃焼器の開発を進める。２０３０年頃の商用化を実現し、その段階
で１７円／ｋＷｈのコストを目指す

（４）再生可能エネルギー由来水素の利用拡大に向けた技術開発の推
進と地域資源を活用した地方創生

• 国内のみならず、欧州等海外市場への展開も含め商用化を進める。水電解システム
は、２０２０年までに５万円／ｋＷを見通すことのできる技術の早期確立を目指す。

• ２０２０年以降は、福島の実証プロジェクト等の成果も踏まえ、Ｐ２Ｇシステムの事
業化・社会実装に向けた取組を進め、２０３０年頃の商用化を目指す。

• 地域における水素を活用した分散型エネルギーシステムの将来的な需給や市場規模
を想定し、中核である水電解システムの低コスト化、水電解システムの規模の最適化、
部品や技術の共通化等に取り組む

（５）２０２０年東京五輪での“水素社会”のショーケース化
• 水素・燃料電池技術を、大会を契機に世界にアピールするとともに、これを梃子として、
水素・燃料電池技術に係るイノベーションの更なる加速化につなげる。

（６）グローバルな水素利活用の実現に向けた国際連携強化
• ＩＰＨＥ等の既存の枠組みも活用しながら、他国との共同研究の実施や規制・

ルールのハーモナイゼーション、国際標準化等の取組を進めるとともに、ＩＥＡやＩ
ＲＥＮＡとの連携を通じて、国際レポート等を通じた積極的な情報発信に取り組む

• ２０１９年のＧ２０サミットの機会を捉え、日本が水素・燃料電池技術で世界を
リードする姿勢をしっかりと打ち出すべく、官民が一体となって取組を進める。



【参考】水素閣僚会議の開催（国際連携の強化）
 日時：2018年10月23日（火）
 場所：第一ホテル東京
 主催：経済産業省、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
 テーマ：グローバルな水素の利活用に向けたビジョンの形成・共有、国際連携の強化
 参加者：２１か国・地域・機関の代表、関係企業トップを含め３００人以上
 参加国：日本、豪州、オーストリア、ブルネイ、カナダ、中国、フランス、ドイツ、イタリア、オランダ、

ニュージーランド、ノルウェー、ポーランド、カタール、南アフリカ、韓国、UAE、イギリス、米国、
欧州委員会、国際エネルギー機関（IEA）

●午前：国際連携の強化に向けた各国閣僚間のディスカッション
●午後：関係機関及び国際企業による講演会

・基調講演：

・セッション１：広がる水素利活用、モビリティとインフラ

・セッション２：水素利活用の推進に向けた水素製造とサプライチェーン

・セッション３：エネルギーシステムでの利活用（セクターカップリング）

資源エネルギー庁、IEA、Hydrogen Council、IPHE、MI、NEDO

千代田化工、Equinor、MHPS、サウジアラムコ、Shell

Ballard、China Energy、First Element、ヒュンダイ、トヨタ、GM

ENGIE、ITM Power、NEL、Siemens

プログラム

水素閣僚会議に参加した21か国・地域・機関
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新たなロードマップの方向性
 水素・燃料電池戦略ロードマップの改訂に向けて、主に以下のポイントを踏まえて改訂作業を行う。

改訂のポイント

 ロードマップの構成を水素基本戦略の構成を踏まえたものとし、本文は簡素化

 水素基本戦略、エネルギー基本計画における記載を踏まえたものとする

 目標実現に向けて必要な要素技術のスペック及びコスト内訳の明確化

 グローバルな市場形成のリーダーシップ（水素閣僚会議で発表された東京宣言4項目の実行）

 CO2フリー水素の産業利用を追記する

 主に国内の未利用資源等を活用した水素製造のポテンシャル評価の実施

 定期的なフォローアップの実施

 その他の進捗を踏まえたものとする（革新的技術開発や国際標準化の対応状況など）
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目標の実現に向けた具体的なアクション
 ロードマップには分野ごとに、例えば以下のような具体的なアクションを盛り込むことを検討する。

Ⅰ．水素利活用

Ⅱ．水素サプライチェーン

Ⅲ．再エネからの水素製造

 更なる技術開発、規制改革の見直しの実施
 FCV普及拡大（2030年80万台）に向けて、2020年頃に次期FCVモデルを市場投入する
 家庭用燃料電池の自立化に向け、家庭の投資回収年数5年以内が見込める商品を市場投入する

等。

 水素サプライチェーンの構築（2030年に30万t調達）に向け、液化水素船及び有機ハイドライドの
水素化・脱水素化の大型プラントについて、2020年に世界初の実証運転を開始する

 30円/N㎥、20円/N㎥に向けたコスト削減のための要素技術開発
 将来の化石燃料並みへのコスト削減に向けた評価及び事業実施判断

等。

 世界最大級の再エネからの水素製造装置である福島水素エネルギー研究フィールドについて、2020
年に実証運転を開始し、製造した水素を東京オリンピック・パラリンピックの際に活用する

 コスト削減、耐久性、効率の向上など、実用化に向けた要素技術開発
等。

水素社会実現に向けて、具体的なアクションの記載を検討していく。
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水素ST等に係る規制改革のこれまでの取り組み
 水素ステーション等に係る規制改革の取り組みは2002年頃から進めれられており、これまで１２
５項目を検討の対象とし、９６項目について措置済となっている。

 今後も、安全確保を前提としつつ、規制見直しを着実に進め、水素ステーションのコストを削減し、
事業の自立化を図る必要がある。

これまでの規制改革の取り組み

年度 概要 項目数 措置済

2002年 燃料電池の実用化に向けた包括的規制の再点検 28項目 28項目

2010年 規制の再点検に係る工程表 17項目 17項目

2013年 規制改革実施計画 25項目 24項目

2015年 規制改革実施計画 18項目 15項目

2017年 規制改革実施計画 37項目 13項目

※燃料電池の実用化に向けた包括的規制の再点検の28項目については、定置用関係の5項目を含む。
※措置済の項目には、措置が不要であった項目を含む。
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自動車業界の動向（販売上位車種）
 水素基本戦略では「2025年頃のボリュームゾーン向けの車種の投入を目指す」と記載されている。

 直近の乗用車の車種別販売台数を見ると、コンパクトカーやミニバンが上位に並んでいる。

 FCVについても、より多くのユーザーに訴求するためには、将来的にはセダンタイプだけでなく、ミニバン
やSUV、コンパクトカーなどボリュームゾーン向けにも展開していく必要があるのではないか。

乗用車ブランド通称名別の販売台数（2017年度）

通 称 名 メーカー 車 種 台数（台）
１ プリウス トヨタ セダン 149,083
２ ノート 日産 コンパクトカー 131,119
３ アクア トヨタ コンパクトカー 128,899
４ C-HR トヨタ SUV 102,465
５ フィット ホンダ コンパクトカー 99,734
６ フリード ホンダ ミニバン 95,483
７ ヴォクシー トヨタ ミニバン 91,185
８ シエンタ トヨタ ミニバン 90,756
９ ヴィッツ トヨタ コンパクトカー 86,214
１０ セレナ 日産 ミニバン 81,005

［出典］自動車販売協会連合会HPより資源エネルギー庁作成
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FCV目標実現に向けて必要な要素技術のスペック及びコスト目標・内訳
 水素基本戦略ではFCVのコスト削減目標として、「2025年頃には同車格のハイブリッド車同等の価
格競争を有する車両価格の実現を目指す」としているが、具体的な価格目標等は設定されていない。
また、これらを実現させるには要素技術等については以下のスペック及びコスト目標があり、これを実現
していくことが必要。

 そのため、自動車会社は協調領域の技術情報や課題を共有し、大学や研究機関が解決策を提案
していくなど、産学官が連携した多層的な技術開発の体制を構築していく必要がある。

スペック目標 現在 2020年頃 2025年頃 2030年頃

航続距離 650km ⇒ ⇒ 800km

最大出力密度 3.0kW/L 4.0kW/L 5.0kW/L 6.0kW/L

耐久性 乗用車15年 乗用車15年以上 乗用車15年以上
商用車15年

乗用車15年以上
商用車15年以上

水素貯蔵システム
（貯蔵量5kg相当の場合）

5.7wt%かつ
125L

6wt%かつ
100L

コスト・価格水準 現在 2020年頃 2025年頃 2030年頃

車両価格（ミライ級） 700万円強 ― 同車格のHV車同等の
価格競争力を有する車両価格 ―

FCシステム（内、スタック） ― ＜0.8万円/kW
（＜0.5万円/kW）

＜0.5万円/kW
（＜0.3万円/kW）

＜0.4万円/kW
（＜0.2万円/kW）

水素貯蔵システム
（貯蔵量5kg相当の場合） ― 30～50万円 ＜30万円 10～20万円

目標達成のために求められるコスト・価格水準

目標達成のために求められるスペック ［出典］NEDO燃料電池・水素技術開発ロードマップより資源エネルギー庁作成
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その他のモビリティにおけるFC利用の取組（１）
 バス、フォークリフト、トラック等のモビリティ分野において燃料電池利用の取組みが進んでいる。
 こうした分野での燃料電池の活用に際しては、限られたエリアで稼働するフォークリフト等の水素供
給インフラのあり方や、大量の燃料を要する大型商用トラック等における液体水素燃料の利用可
能性など、検討を行っていく必要がある。

燃料電池バス 燃料電池フォークリフト 燃料電池トラック
【普及状況】
 2017年3月に市場投入
 国土交通省の支援を受け、東京都
が事業用の路線バスとして5台導入
済。

 東京都では、燃料電池バスについて、
2020年東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会までに100台以上を導入
（都バスに先導的に導入）予定。

【目標】
2020年度までに100台程度。
2030年度までに1,200台程度。

【燃料電池バス（SORA）】
出典：トヨタ自動車

【普及状況】
 2016年11月に市場投入
 環境省の支援を受け、関西国際空
港や卸売市場等に導入済。

 国内では、2018年10月末時点で
約100台が普及。

【目標】
2020年度までに500台程度。
2030年度までに10,000程度。

【燃料電池小型トラック】
出典：豊田自動織機

【普及状況】
 セブン・イレブンとトヨタ自動車は、動
力及び冷蔵・冷凍ユニットの電源を
燃料電池化した小型燃料電池ト
ラックを2019年春頃に首都圏にて
導入し、実証を開始する予定。

出典：トヨタGlobal Newsroom

【海外動向】
中国上海市では、2018年1月に燃
料電池トラック500台が導入が発表。

アメリカのカリフォルニア州では、2017
年4月に大型商用トラックの実証実
験を開始。

【燃料電池フォークリフト】
出典：トヨタ

【FC大型商用トラック】
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【参考】水素製造のポテンシャルを有する未利用資源
 水素の製造・調達コストの低減に向けては、安価な未利用資源の活用が有望。
 海外には、褐炭や随伴ガス等の未利用の化石資源に加え、適地においては安価な再生可能エネ
ルギーが賦存。

 国内においても、苛性ソーダ製造工程における副生水素や石油精製業における水素供給能力に
余力があると見られており、ポテンシャルを把握することが必要。

海外における再生可能・未利用エネルギー賦存量

[出典] 千代田化工建設(株)による調査を基に資源エネルギー庁作成
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欧州におけるP2Gの活用検討
 欧州では、P2Gで製造した水素を既存のガスパイプラインに直接混入することが複数の国で認めら
れており、ドイツでは体積割合10％まで混入が可能とされている※。 ※下流にCNGステーション等ない場合

 また、水素をメタネーション反応によってメタン化し、既存の都市ガスと同様に扱う実証事業も存在
しており、P2G普及に向けて、将来的には水素の直接混入又はメタネーションの比較検討が必要
となるのではないか。

欧州におけるガスパイプラインの混入 メタネーション

［出典］
資源エネルギー庁作成

FCHJUプロジェクト
「Store&GO」において、メタネー
ションに関する実証がドイツ、イタリ
ア、スイスの3カ国で行われている。
ドイツではバイオエタノールプラント
からのCO2と、風力発電から水
電解で製造した水素を原料にメ
タネーションを行う実証を実施。

［出典］STORE&GO HP[出典] F. Mabille “L’hydrogène pour l’énergie “

出典：ITM Power「Power-to-Gas：Storing Renewable Energy in the gas grid」

○ガス網への混入可能割合

○「GRHYD」プロジェクト（ダンケルク）
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P2Gを巡る欧米における目標値
 FCHJUやDOEでは、P2Gの中核技術である水電解装置について、機器コストだけでなく、水素製
造コストやシステムエネルギー効率、耐久性、負荷追従性などについても目標値が設定されている。

FCHJU目標値 DOE目標値

出典：FCHJU “Multi-Annual Work Plan 2014-2020”
出典：DOE “Fuel Cell Technologies Office Multi-Year Research, 
Development, and Demonstration Plan”

○分散型水素製造

○集中型水素製造
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水素の環境価値の顕在化について
 エネルギー基本計画の記載を踏まえて、環境価値を有する水素についてはその価値を顕在化す

ることが重要。水素の環境価値の取引が可能となれば、水素の普及拡大の一助となることが期
待される。

 高度化法においては、非化石電源の環境価値について取引が行われている。水素の環境価値を
整理した上で、水素の環境価値が取引可能となるよう検討を進めていく必要があるのではないか。

（参考）非化石価値取引市場の概要

[出典] 電力・ガス基本政策小委員会 第15回制度検討作業部会（平成29年11月28日）
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水素閣僚会議の開催（国際連携の強化）（再掲）
 日時：2018年10月23日（火）
 場所：第一ホテル東京
 主催：経済産業省、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
 テーマ：グローバルな水素の利活用に向けたビジョンの形成・共有、国際連携の強化
 参加者：２１か国・地域・機関の代表、関係企業トップを含め３００人以上
 参加国：日本、豪州、オーストリア、ブルネイ、カナダ、中国、フランス、ドイツ、イタリア、オランダ、

ニュージーランド、ノルウェー、ポーランド、カタール、南アフリカ、韓国、UAE、イギリス、米国、
欧州委員会、国際エネルギー機関（IEA）

●午前：国際連携の強化に向けた各国閣僚間のディスカッション
●午後：関係機関及び国際企業による講演会

・基調講演：

・セッション１：広がる水素利活用、モビリティとインフラ

・セッション２：水素利活用の推進に向けた水素製造とサプライチェーン

・セッション３：エネルギーシステムでの利活用（セクターカップリング）

資源エネルギー庁、IEA、Hydrogen Council、IPHE、MI、NEDO

千代田化工、Equinor、MHPS、サウジアラムコ、Shell

Ballard、China Energy、First Element、ヒュンダイ、トヨタ、GM

ENGIE、ITM Power、NEL、Siemens

プログラム

水素閣僚会議に参加した21か国・地域・機関
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新たなロードマップの方向性（再掲）
 水素・燃料電池戦略ロードマップの改訂に向けて、主に以下のポイントを踏まえて改訂作業を行う。

改訂のポイント

 ロードマップの構成を水素基本戦略の構成を踏まえたものとし、本文は簡素化

 水素基本戦略、エネルギー基本計画における記載を踏まえたものとする

 目標実現に向けて必要な要素技術のスペック及びコスト内訳の明確化

 グローバルな市場形成のリーダーシップ（水素閣僚会議で発表された東京宣言4項目の実行）

 CO2フリー水素の産業利用を追記する

 主に国内の未利用資源等を活用した水素製造のポテンシャル評価の実施

 定期的なフォローアップの実施

 その他の進捗を踏まえたものとする（革新的技術開発や国際標準化の対応状況など）
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目標の実現に向けた具体的なアクション（再掲）
 ロードマップには分野ごとに、例えば以下のような具体的なアクションを盛り込むことを検討する。

Ⅰ．水素利活用

Ⅱ．水素サプライチェーン

Ⅲ．再エネからの水素製造

 更なる技術開発、規制改革の見直しの実施
 FCV普及拡大（2030年80万台）に向けて、2020年頃に次期FCVモデルを市場投入する
 家庭用燃料電池の自立化に向け、家庭の投資回収年数5年以内が見込める商品を市場投入する

等。

 水素サプライチェーンの構築（2030年に30万t調達）に向け、液化水素船及び有機ハイドライドの
水素化・脱水素化の大型プラントについて、2020年に世界初の実証運転を開始する

 30円/N㎥、20円/N㎥に向けたコスト削減のための要素技術開発
 将来の化石燃料並みへのコスト削減に向けた評価及び事業実施判断

等。

 世界最大級の再エネからの水素製造装置である福島水素エネルギー研究フィールドについて、2020
年に実証運転を開始し、製造した水素を東京オリンピック・パラリンピックの際に活用する

 コスト削減、耐久性、効率の向上など、実用化に向けた要素技術開発
等。

水素社会実現に向けて、具体的なアクションの記載を検討していく。








